一般競争入札参加資格審査申請書
（物品託送業務）
地方独立行政法人北海道立総合研究機構

理事長　　小　髙　　　咲　　様
令和８年１月16日付け地方独立行政法人北海道立総合研究機構告示第１号の規定により、一般競争入札参加資格審査申請書を提出します。
なお、この申請書及び添付書類の全ての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。
申請年月日　　令和　　年　　月　　日
	申
請
者
	1  本店所在地
	
	代表者印


	
	2  商号又は名称
	
	

	
	3  代表者
	
	

	
	④
連
絡
先
	住所
	

	
	
	事業所名
	

	
	
	担当者氏名
	

	
	
	電話番号
	

	
	
	メールアドレス
	

	１　事業所の概要

	1 設立年月日
	（明治・大正・昭和・平成）　　　　　年　　　月　　　日

	2 資本金
	千円

	3 道内の主な事業所(支社・支店)の名称・所在地
	

	
	

	
	

	4 登録営業台数
	

	２　契約実績（令和８年１月１日の直前３年間における契約状況）

	契約相手方
（北海道、他の官公庁、民間企業）
	契約の内容
	契約年月日
	契約金額又は売上実績(見込)　　　               　（円）

	
	運送（道内）
	運送（道外）
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※契約書等の写しを添付してください。
３　申出事項
　　入札に参加するにあたり、次のとおり申し出ます。
（１）地方独立行政法人北海道立総合研究機構契約事務取扱規則（平成22年4月1日規程第48号。以下「取扱規則」という。）第３条に規定する者ではありません。
（２）取扱規則第４条の規定により競争入札への参加を排除されている者ではありません。
（３）暴力団関係事業者等ではありません。

（４）次に掲げる税を滞納している者ではありません。
　  ア  道税（個人道民税及び地方消費税を除く。以下同じ。）
　 　 イ　本店が所在する都府県の事業税（道税の納税義務がある場合を除く。）
ウ　消費税及び地方消費税
　（５）次に掲げる届出の義務を履行していない者ではありません。（届出の義務がない場合を除く）
　　　ア　健康保険法第48条の規定による届出
　　　イ　厚生年金保険法第27条の規定による届出
　　　ウ　雇用保険法第7条の規定による届出
　（６）貨物利用運送事業（第一種・第二種）及び一般貨物自動車運送事業の許可を受けています。
（７）道内一円に営業区域があり、各試験研究機関に集荷に赴き、全国に向けた運送ができます。
（８）着払便の取扱い（北海道内のみ）ができます。
　提出書類一覧
	項　　目
	チェック欄

	１
	登記事項証明書（又は市町村長が発行する身分証明書及び営業証明書）
（申請受付前３ヶ月以内に発行されたもの）
＜原本又は写しの提出＞
	

	２
	道税事務所又は振興局が発行する道税（個人道民税及び地方消費税を除く。）に滞納がないことの証明書（申請受付時前３ヶ月以内に発行されたもの。）
＜原本又は写しの提出＞
	

	３
	本店が所在する都府県の事業税(道税の納税義務がある場合を除く。)に滞納がないことの証明書（申請受付時前３ヶ月以内に発行されたもの。）
＜原本又は写しの提出＞
	

	４
	税務署が発行する消費税及び地方消費税に未納がないことの証明書（申請受
付時前３ヶ月以内に発行されたもの。）
＜原本又は写しの提出＞
	

	５
	健康保険・厚生年金保険の届出義務の履行を確認できる書類
（納入告知書、資格取得確認書及び標準報酬月額決定通知書、適用通知書
など、加入状況を確認できる書類の写し）　
※届出義務がない場合は、社会保険等適用除外申出書を提出
	

	６
	雇用保険の届け出義務の履行を確認できる書類
（保険関係成立届、領収済通知書、概算・確定保険料申告書（控）など
加入状況を確認できる書類の写し）

※届出義務がない場合は、社会保険等適用除外申出書を提出
	

	７
	誓約書
＜原本提出＞
	

	８
	許認可等に関する証書（写し）または証明書
（貨物利用運送事業、一般貨物自動車運送事業の許可証等）
	

	９
	各試験研究機関所在地の担当事業所（営業所）一覧【別紙】
	

	10
	着払便（北海道内のみ）の取扱方法の資料等
	

	11
	令和８年１月１日を基準日とし、過去３年間における託送契約の実績
（契約書等の写し添付）
	

	


　　※チェック欄に○を付けてください。
